
熊本県感染症指定医療機関（公的病院等）運営事業費補助金交付要領 

 

（目的及び趣旨） 

第１ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第

１１４号）（以下「感染症法」という。）に規定される１類感染症、２類感染症、新

型インフルエンザ等のまん延を防止するためには、第一種感染症指定医療機関や第

二種感染症指定医療機関の医療体制を構築することが重要である。 

「公的病院等」が感染症法第３８条の規定に基づく「感染症指定医療機関」の指

定を受け県内の感染症病床を確保することで、感染症のまん延を防止することを目

的として補助金を交付する。 

２ この補助金の交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則

第３４号。）及び熊本県健康福祉補助金等交付要項（以下「要項」という。）に定め

るもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（補助金等の交付申請） 

第２ 要項第３条第１項の交付申請書は、知事が別に定める期日までに提出するもの

とする。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書は、様式第１号によるものとする。 

３ 要項第３条第２項第３号のその他必要とする書類は、次のとおりとする。 

(1) 所要額調書（様式第２号） 

(2) その他参考となる資料 

 

（補助事業等の内容の変更） 

第３ 要項第５条第２項の事業変更計画書は、様式第１号を準用する。 

２ 変更収支予算書及びその他必要とする書類は、要項の別記第２号様式及び本要領

第２の第３項の規定を準用する。 

 

（申請の取下げ） 

第４ 要項第６条の申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知を受け

た日から起算して１０日を経過した日までとする。 

 

（実績報告） 

第５ 要項第９条第３項の実績報告書の提出期限は、事業の完了の日から１か月を経

過した日（規則第５条第１項第１号の規定により事業の中止又は廃止の承認を受け

た場合は、当該承認の通知を受理した日から１か月を経過した日）又は補助金の交

付決定のあった年度の翌年４月１０日のいずれか早い日とする。 

２ 要項第９条第２項第１号の事業実績書は、様式第３号によるものとする。 

３ 要項第９条第２項第３号のその他必要と認める書類は次のとおりとする。 



(1) 実績額精算書（様式第４号） 

(2) 契約書、領収書など金額が分かるもの 

 

附 則 

この要領は、平成２９年３月６日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 


